
※ページ番号は、それぞれ修正後の特定個人情報保護評価書におけるものである。

【介護保険に関する事務】特定個人情報保護評価部会における意見と対応状況

No. 評価書の部分 ページ 意見 意見に対する回答 修正前の記載 修正した記載

1

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（１）資格ファイル、（２）認定ファイ

ル、（３）受給ファイル、（４）給付ファ

イル、（５）賦課・収滞納ファイル

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

委託事項　④委託先への特定個人情報ファ

イルの提供方法　等

12

他

「電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）」と「フ

ラッシュメモリ」の選択肢が分かれており、後者には丸

が付されていないが、電子記録媒体を用いるのであれ

ば、どちらにも丸を付すことになるのではないか。

フラッシュメモリについては、千葉市の業務端末におい

ては使用制限をかけていることから利用できない。その

ため、フラッシュメモリを除いた電子記録媒体のみに丸

を付している。

― ―

2

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（１）資格ファイル、（２）認定ファイ

ル、（３）受給ファイル、（４）給付ファ

イル、（５）賦課・収滞納ファイル

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

委託事項１

再委託　⑨再委託事項

12,

21,

30,

40,

49

「（再々委託先への委託内容）システム改修に伴う開

発、検証作業」とあるが、標準システムへの移行作業が

終われば再々委託は終了するという認識でよろしいか。

保守・運用についても再々委託をするといったことにな

り、そのたびに評価書を変更する必要が生じないか。

委託先には保守・運用については再々委託はしないとい

う旨を確認している。
― ―

3

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（１）資格ファイル、（２）認定ファイ

ル、（３）受給ファイル、（４）給付ファ

イル、（５）賦課・収滞納ファイル

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

委託事項１

再委託　⑩再委託の許諾方法

12,

21,

30,

40,

49

評価書記載要領において「再委託をする際に、事前許諾

を行う方法、再委託先において特定個人情報の適切な安

全管理措置が図られることを確認すること、再委託先の

監督を行うこと等についても記載」とある。

再々委託についても許諾するにあたっては同様と考える

が、契約書上はどのようになっているか。

契約書に「個人情報取扱特記事項」を附して、委託先が

正しく個人情報を取り扱うことについて管理することを

明記した再委託承諾願を提出してもらい、それを審査し

て承諾書を出している。再々委託先についても上記特記

事項と同様の内容を記載することで安全管理措置をとっ

ている。

なお、委託先から「再委託先・再々委託先」についての

承諾願の提出を受けて市が承諾していることから、委託

先は再々委託先における個人情報の取扱いについても監

督することとしている。

― ―

4

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（１）資格ファイル、（２）認定ファイ

ル、（３）受給ファイル、（４）給付ファ

イル、（５）賦課・収滞納ファイル

６．特定個人情報の保管・消去

①保管場所

17,

26,

36,

45,

54

ガバメントクラウドにおける措置の②「特定個人情報

は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデー

タベースに保存され、バックアップも日本国内に設置さ

れた複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデー

タセンター内に保存される。」という記載について、記

載内容は国から提示されたものという理解でよろしい

か。

お見込みのとおり。

どこのデータセンタにサーバが配置されるかについては

開示されていない。本番環境は（例）東京に配置、バッ

クアップは（例）大阪に配置など、離れた場所に設置さ

れているという情報は開示されている。なお、ガバメン

トクラウドのサーバはすべて国内のデータセンタに配置

されている。

― ―

5

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（１）資格ファイル、（２）認定ファイ

ル、（３）受給ファイル、（４）給付ファ

イル、（５）賦課・収滞納ファイル

６．特定個人情報の保管・消去

③消去方法

18,

27,

37,

46,

55

紙媒体等における措置の記載中「保存期間を過ぎた申請

書等」を「業務上保管をする必要がなくなった申請書

等」と記載を変更したことは、どのような理由による

か。

保存期間満了後も、業務に必要な文書は廃棄せずに使用

している事例もある。そのため、廃棄に関しては必ずし

も保存期間満了に限らないものとして記載を修正した。

― ―

1



6

「バックアップファイルの取得は入退室管理をしている

データセンタ及びリモート保守拠点での作業に限定され

ている。」の記載について、リモート保守拠点について

も入退室管理をしているという理解でよいか。

お見込みのとおり

7

2点目の措置（介護保険システムのEUC機能及びアクセ

スリンク機能等においては、対象となるデータベースに

特定個人情報を格納しない。）についても、不正に複製

されるリスクの対策となるのか。

特定個人情報についてはEUCに抽出できないため、複製

されるリスクが低減されることから、当該措置を記載し

ている。

8

データセンタ及びリモート保守拠点における特定個人情

報ファイルが不正に複製されるリスクについて、記載の

とおり「入退室管理」を徹底することによりリスク対策

としているのか、それともデータセンタ及びリモート保

守拠点においても２点目に記載されているシステム上の

制限（介護保険システムのEUC機能及びアクセスリンク

機能等においては、対象となるデータベースに特定個人

情報を格納しない。）もかけているのか。

データセンタ においては、入退室管理等の物理的対策に

加え、システムからの情報持ち出し制限等の技術的対策

も講じている。

リモート保守拠点についても、同様に十分なセキュリ

ティ対策が講じられることを事前に確認した上で、作業

承諾を行う予定。

なお、標準化後は介護保険システムの情報はデータセン

ターに保管されなくなるため、標準化後を見据え、バッ

クアップファイルの取得作業を行える場所の記載を右記

のように変更することとする。

9

「リモート保守拠点」については、千葉市のデータセン

タとガバメントクラウドのどちらに関するものか。どこ

に所属しているものか。

委託事業者の作業拠点のことをいう。

通常の作業であれば委託事業者が千葉市庁舎内で作業し

ているところ、ガバメントクラウド移行に当たっては、

委託事業者が専用回線を用いて作業ができるようになる

ため、委託事業者の保守拠点において作業することがあ

る。

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

３．特定個人情報の使用

リスク４：　特定個人情報ファイルが不正

に複製されるリスク

リスクに対する措置の内容

60

・バックアップファイルの取得は

入退室管理をしているやデータセ

ンタ及びリモート保守拠点での作

業に限定されている。

・バックアップファイルの取得

は、入退室管理やシステムからの

情報持ち出し制限等、十分なセ

キュリティ対策が講じられている

と千葉市が承認した拠点での作業

に限定している。

10

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

７．特定個人情報の保管・消去

⑤物理的対策

具体的な対策の内容

69

記載を追加した「リモート保守拠点」について、物理的

な安全管理措置について記載は不要か。契約上、委託業

務の取扱いについてはどのようになっているか。（委託

業務は千葉市庁舎内で行う等の制限をする規定 は入って

いないという理解でよいか。）

委託事業者との契約上、作業場所は原則庁舎内としてい

るところ、特記事項として「当該事務を処理しようとす

る場所における個人情報の適正管理の実施その他の措置

について、あらかじめ発注者に届け出て、発注者の承諾

を得た場合には、当該作業場所において事務処理をする

ことができる」という規定を設けている。これにより、

委託先がリモート保守拠点で作業を行うにあたっては、

セキュリティ対策状況について本市が書面及び現地視察

等により十分な対策がとられていることを確認した上で

承諾することとしている。

以上のとおり、リモート保守拠点は千葉市が指定する環

境ではなく、委託事業者が用意する環境であるため、そ

の安全対策等についても基本的には委託事業者の社内規

定等によるものとなるため、本評価書に具体的内容を記

載することは適当ではないと考える。

なお、No.８の回答のとおり、「リモート保守拠点」と

いう文言について記載の見直しを行っている。

― ―

2



※ページ番号は、それぞれ修正後の特定個人情報保護評価書におけるものである。

【個人市民税に関する事務】特定個人情報保護評価部会における意見と対応状況

No. 評価書の部分 ページ 意見 意見に対する回答 修正前の記載 修正した記載

1

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

２．特定個人情報の入手

リスク１：目的外の入手が行われるリスク

対象者以外の情報の入手を防止するための

措置の内容

37

【サービス検索・電子申請機能における措置】の２点目

の記載中、「電子証明書」については、だれがどの段階

で付与するものか。

電子証明書はマイナンバーカードに付与されているもの

である。

サービス検索・電子申請機能の中で証明書の検証が行わ

れる。なお、検証はJ-LISがその都度行い、真正性を担

保している。

― ―

2

【個人住民税申告ポータルにおける措置】における「画

面での誘導を簡潔に行うこと」という記載について、不

要な情報を入力できないようなフォームを作り、申請に

不必要な情報を入手できないようにすることということ

か。フォームの作りについての記載という認識でよろし

いか。

お見込みのとおり ― ―

3 個人住民税申告ポータルは千葉市で用意するもののか。 地方税共同機構が運用している。 ― ―

4

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

３．特定個人情報の使用

リスク３：従業員が事務外で使用するリス

ク

リスクに対する措置の内容

及び

リスク４：特定個人情報ファイルが不正に

複製されるリスク

リスクに対する措置の内容

42

追記した記載内に「事前に責任者の承認を得たうえで複

製する。」という記載があるが、責任者に承認を得ずに

勝手に複製されないための対策についての記載はされて

いるか。ユーザの制限で安全性を担保しているのか、別

の手法があるのか。

ユーザの制限かつアクセス制限を行っている。

個人住民税申告に携わる職員しかアクセスできないよう

に制限をかけている。この点については、評価書P40

「Ⅲ-３-リスク２-アクセス権限の発行・失効の管理」に

記載している。

― ―

5

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

７．特定個人情報の保管・消去

リスク２：特定個人情報が古い情報のまま

保管され続けるリスク

リスクに対する措置の内容

53

【サービス検索・電子申請機能における措置】の「一時

保管中に～履歴管理を行う」という記載について、同項

目の「個人番号を含めた宛名情報」では「最新化する」

と記載があるが、履歴管理と最新化についての違いはど

のようなものか。

最新化については、住民の転居等の異動があった場合な

ど、宛名情報について最新化されたものを賦課等の際に

利用ができるようにするものである。

一方で、履歴管理については、サービス検索・電子申請

機能のデータは市民が申告したデータであり、例えば１

回目の申告の際に記載が漏れていた項目を再申告した場

合、１回目の申告データが必要になることもあるため、

１回目のデータも残すように履歴管理を行っている。

― ―

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセ

スにおけるリスク対策

２．特定個人情報の入手

リスク１：目的外の入手が行われるリスク

必要な情報以外を入手することを防止する

ための措置の内容

37

3



※ページ番号は、それぞれ修正後の特定個人情報保護評価書におけるものである。

【国民健康保険に関する事務】特定個人情報保護評価部会における意見と対応状況

No. 評価書の部分 ページ 意見 意見に対する回答 修正前の記載 修正した記載

1

Ⅰ　基本情報

１　特定個人情報ファイルを取り扱う事務

②事務の内容（別添１）

給付事務（医療費申請等）

給付事務（高額療養費）

給付事務（限度額適用認定証等）

給付事務（高額介護合算療養費）

16,

17,

19,

20

事務のフロー図における申請書等について、被保険者等

から窓口への矢印は特定個人情報を含むとする実線と

なっているが、窓口以降は特定個人情報を含まない点線

となっている。申請書等により取得した特定個人情報に

ついては、その先に流れないのか。

国民健康保険システムへの入力業務においては、申請書

等に記載された個人番号を入力することはないが、特定

個人情報の記載された申請情報等をシステムに入力する

こととなるため、実線とすることが適当である。

本評価書見直しによる修正前についても実線としている

ため、修正なしとする。（修正内容説明資料の誤り）

― ―

4



※ページ番号は、それぞれ修正後の特定個人情報保護評価書におけるものである。

【その他】特定個人情報保護評価部会における意見と対応状況

No. 評価書の部分 ページ 意見 意見に対する回答 修正前の記載 修正した記載

1

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

再委託

⑦再委託の有無

ー

現在評価書に「再委託しない」と記載している委託事項

については、今後も再委託しないと言い切れるのか。現

在のIT関係分野の人材不足の実情を鑑みると、再委託が

行われることを前提としておかないと、再委託の際に

PIAの実施を待つこととなり、契約時期が遅れてしまう

ことが懸念される。

また、業務上再委託を認めるのか認めないのかという観

点から記載しておくべきではないか。業務内容から考え

て再委託を認めないものはその旨記載しておく必要はな

いか。

全項目評価書の記載要領においては、「特定個人情報

ファイルの取扱いを再委託するかどうかを選択」、「現

状では再委託を実施していない場合でも、今後、委託業

者の繁忙や人的リソースの状況によって、再委託を行う

可能性がある場合は、「再委託する」を選択」とある。

本市においては、契約締結時又は評価書作成時に再委託

することを想定している場合に「再委託する」を選択し

ている。これは、再委託は「個人情報取扱特記事項」に

おいて原則禁止として必要な場合において承認すること

としていることから、事前に「再委託する」かどうか判

断することは困難であるためである。

そのため、現時点では評価書の修正は行わないこととす

るが、今後記載の修正の必要性については検討をしてい

きたい。

－ －

5


